
岩手県内の公益法人及び移行法人の皆様へ

今年度も折返しとなりました。既存の事業のほかに
来年度に向けた準備にも取り掛かる頃かと思います。
今回は、この時期に改めてご確認頂きたいことやご活
用頂きたいツールを紹介します。

1

第43号
（R8年10月）

岩手県公益認定等審議会事務局
（岩手県総務部行政経営推進課）

℡ 019-629-5086 （直）

【ＩＮＤＥＸ】

【審議会からのお知らせ】    ………Ｐ１

事業内容に係る変更認定について    ………Ｐ２

運営体制の充実を図るための取組について    ………Ｐ３

県HPへの公益法人だよりの掲載について   ………Ｐ４

「公益法人information」の活用について                  ………Ｐ７

① 定期提出書類の審査状況について
今年度提出いただいた定期提出書類につきまして、順次審査中です。

② (公財)公益法人協会 公益・一般法人会計セミナー「実務編」の開催について
【日時】令和８年12月14日（月）13：00～16：30（一般・公益共通）

  12月15日（火）10：00～12：00（一般法人対象）
13：00～16：00（公益法人対象）

【会場】キオクシアアイーナ
※詳細は別添チラシをご確認ください。

時間を要しており大変恐縮ですが、認定基準への抵触等がある場合や書類の修正が必要な場合には、
別途御連絡を差し上げますので、御協力の程よろしくお願いします。

【ＭＥＳＳＡＧＥ】

【審議会からのお知らせ】
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事業内容に係る変更認定について

令和８年度岩手県公益認定等審議会日程
第３回 12月７日（月）
第４回 ３月９日（火）

公益法人対象

「変更認定」については、岩手県公益認定等審議会への諮問を要するため、申請から認定までに、
相当な日数を要し、特に今年度は多くの相談を頂いていることから、通常よりも多めの日数を要し
ます。審議会事務局（行政経営推進課）にあらかじめ御相談いただいた上で、法人内部での意思決
定（収支予算書や理事会の決議等）も含めた手続き全体に要する時間を踏まえて、計画的な御準
備をお願いします。

例えば、令和９年度から新たな公益目的事業を始める場合（種類又は内容の変更）、令和８
年度内に変更認定を受けるためには、遅くとも令和９年３月９日の審議会への諮問が必要で
す。

現在多くの相談を頂いており、遅くとも、12月中には申請書の提出が必要となりますので、法
人内部での検討や書類作成はそれ以前から進める必要があります。

今一度、公益認定を受けている事業が現在実施している事業と同一の内容かご確認ください。
また、事業報告書や事業計画書に記載の内容と齟齬がないかも含めてご確認をお願いします。

変更認定か変更届か迷った場合におけるご相談についても、変更認定に間に合うよう日程に時
間をもってご相談くださいますようよろしくお願いします。
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令和７年４月の改正により、事業報告書に、「運営体制の充実を図るための取組」を
記載することとなりました。（認定法施行規則第53条第１項第２号）

記載が無かった場合には監督処分の対象となる場合がありますので、取組を実施い
ただいたうえ、事業報告書に記載するようお願いします。

公益法人対象 運営体制の充実を図るための取組について

公益法人が、より国民からの信頼・協力を得られる存在として更なる発展を遂げるために、「公益法人は、公
益目的事業の質の向上を図るため、運営体制の充実を図るとともに、財務に関する情報の開示その他のその 
運営における透明性の向上を図るよう努めなければならない」ことが新たに規定。

内閣府大臣官房公益法人行政担当室 「新公益法人制度 説明資料」 抜粋

事業報告書への記載にあたり、具体的なルールはありま
せんが、記載箇所を明らかにするために、下記のとおり項
目を設けたうえで記載することを推奨しています。

（例） ５ 運営体制の充実を図るための取組
（１） ○○に取り組んだ。
（２） □□のため、□□規程を整備した。
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今後は、いわて公益法人だよりを岩手県HPへも掲載します。第35号（R6.4発行）以降のバックナ
ンバーも掲載しましたので、過去の資料等で参考にしたい場合にもご活用くださいますようお願い
します。

岩手県ＨＰの掲載場所

公益法人・移行法人
対象 県HPへの公益法人だよりの掲載について

トップページ＞県政情報＞行政経営＞
公益法人及び公益信託



5

ページ下部「いわて公益法人だより」のリンク先をクリックします。

公益法人・移行法人
対象 県HPへの公益法人だよりの掲載について
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掲載されたページに移動しますので、適宜資料をダウンロードしご活用ください。

公益法人・移行法人
対象 県HPへの公益法人だよりの掲載について
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「公益法人information」の活用について

令和７年４月の制度改正により、公益法人の事業計画書や事業報告書、財務書類や
関係資料が公益法人informationで公表され、容易に閲覧できるようになりました。

これにより他の公益法人の運営状況が確認できるようになり、自らの公益法人の運
営の参考にすることができるようになっています。
今回は、閲覧方法や活用例についてお知らせいたします。

公益法人対象

１ 公益法人informationでの、他法人の情報確認の手順について

・最初に、公益法人information（https://www.koeki-info.go.jp/）を開きます。

https://www.koeki-info.go.jp/
https://www.koeki-info.go.jp/
https://www.koeki-info.go.jp/
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「公益法人information」の活用について公益法人対象

・「公益法人を支える」から「事業報告等の公開情報」をクリックします。
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「公益法人information」の活用について公益法人対象

・「請求資料」の追加をクリックし、法人の名称を入力し、検索します。
（法人ｺｰﾄﾞでも可です）
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「公益法人information」の活用について公益法人対象

・閲覧したい法人のチェックボックスに をいれて、設定ボタンを押下します。

・確認ダイアログが出ますので、「はい」を選択します。（以降も同様です）
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公益法人対象

・閲覧したい資料に をいれて、
選択ボタンを押下します。

「公益法人information」の活用について



12

「公益法人information」の活用について公益法人対象

・対象資料の日付を選択します （詳しくは次のページです）。
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「公益法人information」の活用について公益法人対象

・日付は各ボックスから直接選択することもできますが、カレンダーマークから
選択する方法がお勧めです。
・今年度、提出された資料を閲覧したい場合は、始期を令和８年４月１日等とし、
終期はカレンダーから「今日」を選ぶのがお勧めです。
同様に、昨年度のものを閲覧したい場合には、始期を令和７年４月１日等とし
てください。

・日付入力後、「請求資料を閲覧」ボタンを押下します。
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「公益法人information」の活用について公益法人対象

・「請求資料」欄からリンクをクリックして、資料の内容を確認します。
（※資料ごとにファイルを開く必要があります）

※「公益法人information」サイトは、情報検索中に意図せずトップページに戻って
しまうことがありますので、予めご了承のうえサイトを活用願います。
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「公益法人information」の活用について公益法人対象

２ 他法人の情報の活用例

・事業の概要
類似の法人等がどのように事業認定を受けているかを確認し、今後の変更認定の
参考とすることができます。（簡素化の方法、チェックポイントの記載方法等）

・事業報告及びその付属明細書
運営体制の充実を図るための取組について、今後の取組の参考にすることができ
ます。

・中期的収支均衡に関する数値及びその計算の明細
他法人の剰余金の解消策を参考にすることができます。

・公益目的事業比率に関する数値及びその計算の明細
共通経費の配賦基準（Ｂ（５）表）を、自法人と比較することができます。

・貸借対照表・損益計算書及びその附属明細書
旧会計基準適用中の法人が、新会計基準に移行済みの法人の資料の作成方法
等を参考にすることができます。
（※新基準に移行済みかは事前に分からないので、根気強く探す必要があります）
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